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的） 
 この要綱条
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試験場及び庄

適正な研究活

義） 
 この要綱条

 配分機関）

の機関をい

 競争的資２）

 研究者 ３）

 事務職員４）

この要綱にお

においてな

理的根拠を

る。 
 捏造  ）

 改ざん ２）

ものに加工

 盗用  ３）

用語を当該

 二重投稿４）

 不適切な５）

い者を著者

 競争的資）

請求、不当

等に違反

動規範） 
 センター条

規範を遵守

営管理体系）

 センター条

以下のとお

 最高管理）

究活動の運

 統括管理２）

工業技術セ

綱は、研究活

な影響を及ぼ

庄内試験場を

活動に資する

綱における用

関 国又は国

いう。 
資金 配分機

 センター

員 センター

おいて「不正

される次の各

もって明らか

存在しない

研究資料・

工すること。

他の研究者

該研究者の了

稿 同一内容

なオーサーシ

者として含め

資金の不適切

当な旅費の請

して競争的資

ーに所属する

しなければな

 
ーにおける競

りとする。 
理責任者はセ

運営管理につ

理責任者は事

ンターにおけ

活動の不正行

ぼす重大な問

を含む。以下

るため、不正

用語の意義は

国が所管する

機関から交付

ーの職員のう

ーの職員のう

正行為」とは

各号に掲げる

かにされたも

いデータ、研

過程を変更

 
者のアイディ

了解若しくは

容とみなされ

シップ 論文

める、若しく

切な使用 実

請求等、関係

資金を使用す

る全ての職員

ならない。

競争的資金の

センター所長

ついて最終責

事務職員のセ

ける研究活動

行為が、山形

問題であるこ

下、三機関を

正の防止等に

は、次の各号

る国立研究開

付される公募

ち、研究に

ち、事務に

は、研究の立

る行為をいう

ものは、研究

研究結果等を

更する操作を

ィア、分析・

は適切な表示

れる論文を複

文の著者リス

は著者とし

実態と異なる

係法令や県の

すること。

員は、別に定

の運営・管理

長とし、セン

責任を負うも

センター副所

動の不正行為

形県の社会的

ことに鑑み、

を合わせて

に関し必要な

号に定めると

開発法人等、

募型を中心と

に従事してい

に従事してい

立案から実施

う。ただし、

究活動上の不

を作成するこ

を行い、デー

解析方法、

示なく流用す

複数の雑誌等

トにおいて

しての資格を

謝金や賃金

の関係規程、

定める研究活

理及び研究活

ンターを統括

ものとする。

所長とし、最

為防止に関す

信用を失墜

山形県工業
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な事項を定め

ころによる。

競争的資金

した研究資金

る者をいう。

る者をいう。

施、成果の取

故意による

正行為には

と。 
タ、研究結果

データ、研究

すること。 
に投稿する

、著者として

有する者を除

の請求、物品

競争的資金の

動の不正行為

動に関する権

する権限を持

 
高管理責任者

する要綱 

させ本県の研

業技術センタ

という。）に

める。 
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を配分する県

金をいう。 
。 
。 
りまとめ等の

ものでないこ

当たらないも

果等を真正で

究結果、論文

こと。 
ての資格を有

除外する等の

品購入に係る

の配分機関の

為防止に関す

権限と責任の

持つとともに

者を補佐する

研究活

ー（置

におけ

県以外

の各過
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ものと

でない

文又は
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る架空

の定め

する行

の体系

に、研

るとと



（３

（４

（５

２  最

者及

に

３  統

実施

４  

（１

（２

（３

 
（競争

第５条

９年

訓令

２  統

な理

（１

（２

（３

３  事

画部

４  統

要

審査

と

５  前

（１

もに、不正

する。 
 コンプラ３）

ターにおけ

 コンプラ４）

ライアンス

するもの

 不正行為５）

するもの

最高管理責任

及びコンプラ

リーダーシ

統括管理責任

施し、実施状

コンプライア

 不正防止）
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ライアンス推
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とする。 
為防止計画推
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アンス推進責
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の職員に対し

ー職員が競争
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事務処理手続

資金の事務処
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任者は、競争
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資金の事務処

図るものとす

財務規則等関

、定期的にチ

ーが定める事

ずるものとす

続きに関する

納室とし、研

任者は、別途

る業者に対し

る競争入札参

書には、次に

の規則等を遵

の組織横断的

推進責任者は

動の運営につ

推進副責任者
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正防止対策の

推進責任者が
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管理責任者に
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山形県事務
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関連規程と運
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研究遂行を効

途定める実施
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遵守し、不正

的な体制を統

は研究者のセ

ついての権限
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各部署にお

企画調整部と
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が責任をもっ

する。 
の基本方針に

に報告する。

統括管理責任

実施状況を確

める実施要領

ライアンス教
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に関するルー

務代決及び専

ところによる

事務処理に関

の整備を図る

る研究者と事

運用の実態が
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業務分担の実

を、センター

効率的に支援

施要領に基づ
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号の項目を含
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限と責任を持

める運営・管

おける研究活

し、第３項

を策定・周知
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に基づき、具

 
任者の指示の
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教育を実施し

行を適切に行
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専決事務に関
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務状況等の
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部監査） 
 競争的資条

内部監査の実

１９９条第

最高管理責任

内部監査に係

内部監査の対

内部監査は、

リング等に

究者及び事務

 コンプラ条

用について、

よりその意識

 研究者個）

金による

浸透させ

 事務職員２）

究遂行を

別途定める実

査、その他調

ー職員から不

適正な運営・

ライアンス推

り競争的資金

する。 
ライアンス推

に即していな

を勧告するも

ライアンス推

把握しておく

購入等にあた

性を高める観

行い、履行確

取引に関与し

綱に基づき行

ライアンス推

の管理体制を

の規定によら

資金の適正な

実施体制は、

１項及び第４

任者は、関係

係る事務は、

対象は、競争

、会計書類の

より行うもの

務職員の意識

ライアンス推

、研究者及び

識向上を図る

個人の発意で

ものであり、

る。 
員は専門的能

目指した事務

実施要領に基

査等において

不正な行為の

管理活動）

推進責任者は

金の実効性の

推進責任者は

ない場合、若

ものとする。

推進責任者は

くものとする

たっては、複

観点から、そ

確認について

した業者への

行うものとす

推進責任者は

を整備するも

らない場合は

な運営・管理

、競争的資金

４項に基づく

係機関からの

総務課が所

争的資金によ

の検査並びに

のとする。

識向上） 
推進責任者は

び事務職員が

るものとする

で提案され採

、機関による

能力を持って

務を担う立場

基づき、競争

て、取引帳簿

の依頼があっ

 
は、競争的資

のあるチェッ

は、予算の執

若しくは著し

 
は、発注段階

る。 
複数人により

その発注につ

ては発注者よ

の取引停止等

する。 
は研究者の出

ものとする。

は、コンプラ

理のため、内

金が公務の一

く監査等とす

の検査及び監

所掌する。

より行われた

に購入物品の

は、統括管理

が自覚し行動

る。 
採択された研

る管理が必要

て競争的資金

場にあるとい

争的資金の運

簿の閲覧・提

た場合には

資金の適正な

ックが機能す

執行状況を概

しく遅れてい

階で支出財源

事務処理を

ついては事務

よりも上位の

等の処分は、

出張計画の実

 
イアンス推

内部監査を実

一環で執行さ

する。 
監査に協力す

た前年度又は

の使用状況等

理責任者の指

動することが

研究課題であ

要であるとい

金の適正な執

いう認識を浸

運営・管理に

出等の要請に

通報するこ

予算執行を行

するシステム

ね四半期毎に

いると判断し

の特定を行い

行うことで内

職員の確認

の職員が検収

山形県競争入

行状況、日々

進責任者が別

施する。 
れることを

するものとす

は今年度の研

に関する研究

示の下、競争

ができるよう

っても、競争

う原則とその

行を確保しつ

浸透させる。

に関わる全て

に協力する

と。 

行うため、次

ムを構築し、運

に把握する

た場合、関係

い、予算執行

内部チェック

を得た上で研

収するものと

入札参加資格

々雇用職員等

別途定めるも

を鑑み、地方

する。 

研究活動とす

究担当者か

争的資金の適

、次に掲げる

争的資金は公

の精神を研究

つつ、効率的

 
の職員は、第

こと。 

次に掲

運営管

ことと

係者に

行の状

クを図

研究担

とする。 
格者指

等の勤

ものと

自治法

する。 
らのヒ

適正な

る事項

公的資

究者に

的な研
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３  最

正行

れ

４  最

じ

５  最

氏名

か否

６  最

じ

意

４項に掲げる

前項に掲げる

を明記した誓

には、次の各

 山形県及）

 コンプラ２）

 規則等に３）

らの処分及

ータの保存と

 研究活動条

拠に基づく検

研究データの

年度から原則

研究者は、第

を求められた

付窓口の設置

 統括管理条

資金の使用に

る事項によ

 機関内外）

綱に基づき

 通報又は２）

制度実施要

発の取扱い）

 不正行為条

いう。）は、

告発を行う

受付窓口は、

最高管理責任

行為等に関与

、調査対象を

最高管理責任

て、顕名の告

最高管理責任

名が判明した

否かについて

最高管理責任

てその内容を

思があるか否

るコンプライ

るコンプライ

誓約書をコン

各号に掲げる

及び配分機関

ライアンス教

に違反し、研

及び法的な責

と開示） 
動によって得

検証可能性を

の保存期間は

則として５年

第１４条に定

た場合は、こ

置） 
理責任者は、

に関する取扱

り機関内外か

外からの通報

き取扱うもの

は告発する者

要綱に定める

 
為等に係る通

受付窓口に

ことができる

、告発があっ

任者は、不正

与した者、不

を特定できる

任者は、前項

告発があった

任者は、告発

た後は顕名に

て通知するも

任者は、告発

を確認・精査

否か確認する

イアンス教育

イアンス教育

ンプライアン

る内容を含む

関が定める諸

教育の内容を

研究活動にお

責任を負担す

得られた研究

を担保できる

は、データの

年間を下回ら

定める予備調

これに応じな

前条に規定

扱いについて

からの情報伝

報又は告発の

のとする。

者が山形県職

る通報窓口と

通報又は告発

に対し、書面

る。 
った場合には

正行為に関す

不正が行われ

るもののみを

項に関わらず

た場合に準じ

発者（匿名の

による告発者

ものとする。

発の意思を明

査し、相当の

るものとする

育を受講しな

育を受講した

ンス推進責任

むものとする

諸規則等を遵

を理解し、研究

おける不正行

すること。

究データは、

る方法で、各

の性質や研究

らない範囲で

調査、第１５

なければなら

定する競争的

て研究者及び

伝達の確保を

の窓口を企画

職員等の場合

とする。 

発（以下、「告

面、電話、フ

は、速やかに

する告発のう

れた時期、不

を受け付ける

ず、匿名によ

じた取扱いを

の告発者を除

者として取り

 
明示しない相

の理由がある

る。 

なければなら

た全ての職員

任者に提出し

る。 
遵守すること

究活動におけ

行為を行った

研究成果に

各職員が整理

究分野の特性

で、各研究者

５条に定める

らない。 

的資金の運営

び事務職員に

を行うものと

画調整部に置

合には前記に

告発」という。

ァクシミリ

に最高管理責

うち、告発者

不正行為等の

るものとする

よる告発があ

をすることが

除く。ただし

り扱う。以下

相談について

ると認めた場

らない。 
員は、教育内容

しなければな

。 
ける不正行為

場合は、山形

対して、第三

理・保存する

性等を踏まえ

者が設定する

本調査にお

管理を適切に

に周知を図る

とする。 
くものとし、

代えて山形県

。）を行う者

、電子メール

責任者に報告

者の氏名、告発

の態様等、事案

る。 
あった場合は

ができるもの

調査結果が出

下同じ。）に、

て、その内容

場合は、相談者

容を理解した

ならない。当該

為を行わない

形県や配分機

三者による科

るものとする

え、研究終了年

るものとする

いて、データ

に行うため、

るとともに、次

、広聴事案取

県職員等公益

（以下、「告発

ル、面談等を

告するものと

発者の連絡先

案の内容が明

、告発の内容

のとする。 
出る前に告発

、告発を受付

容に応じ、告発

者に対して告

たこと

該誓約

いこと。 
機関か

科学的

。 
年度の

。 
タの開

、競争

次に掲

取扱要

益通報

発者」

を通じ

とする。 
先、不

明示さ

容に応

発者の

付けた

発に準

告発の



７  最

い

た

８  最

所属

 
（告発

第１２条

ら

２  最

場合

て

とす

３  最

あ

４  最

を理

５  最

は全

 
（告発

第１３条

の調

２  

告発

３  

行為

不

た場

 
（予備

第１４条

か

可能

研究

果

性及

２  最

も

３  最

者

分機

最高管理責任

るという告発

ときは、被告

最高管理責任

属する研究機

発者・被告発

 告発を受条

ない。 
最高管理責任

合は、その調

、告発者及び

する。 
最高管理責任

り得ることを

最高管理責任

理由に、告発

最高管理責任

全面的に禁止

発の受付によ

 受付窓口条

調査を開始す

学会等の科学

発があった場

センターの研

為を行った

正とする科学

場合に準じた

備調査） 
 最高管理条

に統括管理責

能性、告発の

究活動の公表

の事後の検証

及び調査可能

最高管理責任

のとする。 
最高管理責任

に通知する

機関及び告発

任者は、不正

発・相談につ

告発者に警告

任者は、セン

機関に事案を

発者の取扱い

受けた受付窓

任者は、第１

調査結果を公

び被告発者の

任者は、悪意

を周知する。

任者は、悪意

発者に対し不

任者は、単に

止する等、被

よらないもの

口に告発の意

することがで

学コミュニテ

場合に準じた

研究活動に係

とする研究者

学的な合理性

た取扱いをす

理責任者は、

責任者を長と

の際に示され

表から告発ま

証を可能とす

能性について

任者は、告発

任者は、本調

ものとする。

発者の求めに

正行為等が行

ついて、その

告を行うもの

ンターが被告

を回付するこ

い） 
窓口の担当者

１４条に規定

公表するまで

の意に反して

意に基づく告

 
意に基づく告

不利益となる

に告発された

被告発者に対

のの取扱い）

意思を明示し

できるものと

ティや報道に

た取扱いをす

係る不正行為

者・グループ

性のある理由

することがで

研究活動上

とする予備調

れた科学的な

までの期間が

する各種資料

て予備調査を

発を受付けた

調査を行わな

この場合、

に応じ開示す

行われようと

の内容を確認

のとする。

告発者の所属

ことができる

者は、告発者

定する予備調

で、告発者、

て調査関係者

告発の認定が

告発であるこ

る取扱いを行

たことのみを

対し不利益と

 
しない相談が

とする。 
により不正行

することがで

為の疑いがイ

プ、不正行為

由が示されて

できるものと

上の不正行為

調査委員会を

な合理性のあ

が、生データ

料の保存期間

を行うものと

た日から３０

ないことを決

予備調査に

するものとす

としている、

認・精査し、

属する研究機

るものとする

者及び告発内

調査又は第１

被告発者、

者以外に漏洩

があった場合

ことが判明し

行わないもの

をもって、被

となる取扱い

があった場合

行為の疑いが

できるものと

インターネッ

為の態様等、

ている場合に

とする。 

為が疑われる

を組織し、告

ある理由の論

タや実験ノー

間を超えてい

とする。 
日以内に本

決定した場合

に係る資料等

する。  

又は不正行為

相当の理由が

機関でない場

る。 

容等の秘密

５条に規定す

告発内容及び

しないよう措

合は、懲戒処

しない限り、単

のとする。 
告発者の研究

いを行わない

、センターの

が指摘された

とする。 
ット上に掲載

事案の内容

に限り、セン

告発を受付

発された不正

論理性、告発

ート、実験試

いるか否か等

調査を行うか

合、その旨を理

等を保存し、そ

為等を求め

があると認め

場合は、被告発

を守らなけれ

する本調査を

び調査内容に

措置を講ずる

処分、刑事告発

単に告発した

究活動を部分

いものとする

の判断で当該

た場合、センタ

載された場合

が明示され、

ターに告発が

けた場合は、

正行為が行わ

された事案に

試料・試薬等研

等、告発内容の

か否かを決定

理由とともに

その事案に係

られて

められ

発者の

ればな

を行う

につい

るもの

発等が

たこと

分的又

。 

該事案

ターに

合、不正

、かつ

があっ

、速や

われた

に係る

研究成

の合理

定する

に告発

係る配



 
（本調

第１５条

査

告発

よ

２  最

す

 
（研究

第１６条

「調

２  調

委員

３  最

す

日

４  最

と判

者及

５  調

 
（調査

第１７条

タ等

被告

２  本

す

３  調

再実

て調

的

４  前

５  告

６  調

セ

力す

７  調

よ

８  調

き情

 

調査） 
 最高管理条

を実施する

発者が了承

う配慮する。

最高管理責任

る。その際は

究不正調査委

 最高管理条

調査委員会」

調査委員会は

員が告発者及

最高管理責任

る。告発者及

以内に異議

最高管理責任

判断したとき

及び被告発者

調査委員会は

査方法及び権

 本調査は条

等の各種資料

告発者の弁明

本調査におい

る場合には、

調査委員会は

実験等によ

調査委員会が

に必要と判断

前項の再実験

告発者及び被

調査委員会は

ンターは、セ

する。 
調査の対象

り調査に関連

調査委員会は

情報が、調査

理責任者は、

ことを通知し

したときを除

。 
任者は、当該

は、調査方針

委員会） 
理責任者、本

」という。）

は、委員の半

及び被告発者

任者は、調査

及び被告発者

申立てをする

任者は、前項

きは、当該異

者に通知する

は、第２２条

権限） 
は、不正行為

料の精査、関

明の聴取が行

いて、被告発

、自己の責任

は、告発され

り再現性の確

がその必要性

断される範囲

験は、調査委

被告発者は、

は、センター

センター以外

となる研究活

連した被告発

は、調査対象

査の遂行上必

本調査を行

し、調査への

除き、調査関

該事案に係る

針、調査対象

本調査の実施

を組織し、

半数以上がセ

者と直接の利

査委員会の氏

者は、調査委

ることができ

項の異議申立

異議申立てに

るものとする

条第２項に定

為が行われた

関係者のヒア

行われなけれ

発者が告発さ

任において、

れた不正行為

確認を求める

性を認める場

囲内において

委員会の指導

調査委員会

ー以外の研究

外の研究機関

活動は、告発

発者の他の研

象における公

必要な範囲外

行うことを決

の協力を求め

関係者以外の

る配分機関に

象及び方法等

施決定から３

本調査を実

センターに属

利害関係を有

氏名や所属を

委員会の構成

きる。 
立てがあった

に係る調査委

る。 
定める最終報

たとされる研

アリング、再

ればならない

された事案に

科学的根拠

為が行われた

る場合、又は

場合、それに

て行うものと

導・監督の下

会の本調査に

究機関におい

関から調査へ

発された事案

研究活動も含

公表前のデー

外に漏洩する

決定した場合

めるものとす

の者や被告発

に対し、本調

等について協

３０日以内に

施するもの

属さない外部

有しない者で

を、告発者及

成に異議があ

た場合、内容

委員を交代さ

報告の提出を

研究活動に係

再実験の要請

い。 
に係る研究活

拠を示して説

可能性を調査

は被告発者自

に要する期間

とする。 
下に行うもの

に対し、誠実

て調査が必

への協力の要

案に係る研究

含めることが

ータ、論文等

ることのない

、告発者及び

する。当該調

発者に、告発者

査を行う旨

協議するもの

に研究不正調

とする。 
部有識者等で

でなければな

び被告発者に

ある場合は、前

容を審査し、内

せるととも

をもって解散

る論文、実験

請等により行

動に関する疑

説明しなけれ

査するため、

らの意思に

間、機器、経費

のとする。 
実に協力する

要な場合は、

要請があった

究のほか、調査

ができる。 
の研究又は技

いよう十分配

び被告発者に

調査に当たっ

者が特定され

を報告するも

のとする。 

調査委員会（

で構成され、全

ならない。 
に通知するも

前項の通知か

内容が妥当で

に、その旨を

散する。 

験ノート、生

行われる。こ

疑惑を晴らそ

ればならない

、被告発者に

よりそれを申

費等に関し、

るものとする

、協力を要請

た場合は、誠実

査委員会の判

技術上秘密

配慮する。 

に本調

っては、

れない

ものと

（以下、

全ての

ものと

から７

である

を告発

生デー

この際、

そうと

い。 
に対し、

申し出

、合理

。 
請する。

実に協

判断に

とすべ



（証拠

第１８条

と

２  調

の

とす

３  調

し

 
（調査

第１９条

と

を配

 
（調査

第２０条

を受

 
（認定

第２１条

為

の

当該

す

２  調

最

に報

３  調

証言

４  調

５  被

不正

６  本

り

７  前

を十

は

保存

 
（調査

第２２条

及

拠の保全措置

 調査委員条

なり得る資料

調査委員会は

であるときは

する。 
調査委員会は

ないものとす

査の中間報告

 最高管理条

きは、本調査

配分機関に提

査中における

 最高管理条

受けるまでの

定） 
 調査委員条

が行われたか

関与の度合い

該研究活動に

るものとする

調査委員会は

高管理責任者

報告する。 
調査委員会は

言、被告発者

調査委員会は

被告発者の説

正行為である

本来存在すべ

、不正行為で

前項の例外

十分に示す

告発に係わ

存期間を超え

査結果の通知

 最高管理条

び被告発者

置） 
員会は、本調

料等を保全す

は、通報され

は、当該研究

は、第１項の

する。 

告） 
理責任者は、

査の終了前で

提出するもの

る一時的措置

理責任者は、

の間、告発さ

員会は、本調

か否か、不正

い、不正行為

における役割

る。 
は、調査の過

者に報告する

は、被告発者

者の自認等の

は、被告発者

説明及びその

ると認定され

べき生データ

であるとの疑

として、例え

ことができな

る研究活動

える場合につ

知及び報告）

理責任者は、

（被告発者以

調査に当たっ

する措置を講

れた事案に係

究機関の長に

の措置に影響

告発された

であっても、

のとする。

置） 
本調査を行

された研究に

調査を開始し

正行為と認定

為と認定され

割、不正使用

過程で不正の

るものとする

者が行う説明

の諸証拠を総

者の自認を唯

の他の証拠に

れる。 
タや実験ノー

疑いを覆す証

えば災害等、

ない場合は、

を行っていた

ついても同様

 
調査委員会

以外で不正行

って、告発さ

講じるものと

係る研究活動

に対して証拠

響しない範囲

た事案に係る

研究予算の

行うことが決

に係る競争的

した日から１

定された場合

れた研究活動

用の相当額等

の事実が一部

る。報告を受

明とともに、調

総合的に判断

唯一の証拠と

によって、不

ート、実験試

証拠を示せな

その責によ

この限りで

たときに所属

様とする。

会から調査結

行為に関与し

れた事案に

とする。 
動がセンター

拠となる資料

囲内において

研究活動が

の配分機関の

決まった後、

的資金の支出

５０日以内

合はその内容

動に係る論文

等について認

部でも確認され

受けた最高管

調査によって

断して、不正

して不正行

不正行為であ

試料・試薬等

ない場合も不

よらない理由

ではない。ま

属していた研

結果の報告を

したと認定さ

係る研究活動

以外の研究機

等の保全措置

て、被告発者の

競争的資金に

の求めに応じ

調査委員会の

出を停止する

に調査結果

容、不正行為に

等の著作者の

認定し、最高管

れた場合は、

管理責任者は

て得られた物

正行為か否か

為と認定す

るとの疑いが

の基本的な要

不正行為であ

により、上記

た、被告発者

研究機関が定

受けた時は、

された者を含

動に関して、

機関で行われ

置を要請する

の研究活動を

によるもので

、調査の中間

の調査結果の

ることができ

をまとめ、不

に関与した者

の当該論文等

管理責任者に

、速やかに認

は、直ちに配分

物的・科学的証

かの認定を行

ることはでき

が覆らない

要素の不存在

あると認定さ

記の基本的な

者が所属す

定めるデータ

、速やかに告

含む。以下同

、証拠

れたも

るもの

を制限

である

間報告

の報告

る。 

不正行

者とそ

等及び

に報告

認定し、

分機関

証拠、

行う。 
きない。 
ときは、

在によ

される。 
な要素

る、又

タ等の

告発者

同じ。）



に通

該調

２  最

果

発

し

３  調

あ

４  最

も報

 
（不服

第２３条

告発

基づ

最

理

２  最

とす

３  最

的

４  

る。

 
（不服

第２４条

る

の結

２  最

あ

３  調

速や

４  調

決

５  最

は被

向

６  最

た場

に被

７  調

査結

通知する。被

調査結果を報

最高管理責任

、不正発生要

防止計画等を

ない場合であ

調査委員会は

る場合を除き

最高管理責任

報告する。 

服申立て） 
 不正行為条

発が悪に基づ

づく告発と認

高管理責任者

由による不服

最高管理責任

する。 
最高管理責任

資金の配分機

前２項の規定

。 

服申立ての審

 調査委員条

か当該申立て

結果を最高管

最高管理責任

る場合には、

調査委員会は

やかに決定す

調査委員会は

定した場合は

最高管理責任

被告発者に対

けて、調査に

最高管理責任

場合、再調査

被告発者に当

調査委員会が

結果を覆すか

被告発者がセ

報告する。 
任は、不正行

要因、不正に

を含む最終報

あっても、調

は、配分機関

き、当該事案

任者は、悪意

為を行ったと

づくものと認

認定された者

者に不服申立

服申立てを繰

任者は、前項

任者は、第１

機関及び関係

定は、不服申

審査） 
員会は、最高

てを却下する

管理責任者に

任者は、不服

、調査委員の

は、不服申立

するものとす

は、当該事案

は、直ちに最

任者が、不服

対し、先の調

に協力するこ

任者は、前項

査を行わず、

当該決定を通

が再調査を開

か否かを決定

センター以外

行為を認定し

に関与した者

報告書を配分

調査の中間報

関からの求め

案に係る資料

意に基づく告

と認定された

認定された告

者を含む。）は

立てをするこ

繰り返すこと

項の不服申立

１項の不服申

係機関に対し

申立ての却下

高管理責任者

るかの審査を

に報告するも

服申立ての趣

の交代若しく

立ての趣旨、

する。 
案の再調査を

最高管理責任

服申立てにつ

調査結果を覆

ことを求める

項の再調査へ

審査を打ち

通知する。

開始した場合

定し、その結

外の機関に所

した時は、告

者が係る他の

分機関に提出

報告を関係機

めがある場合

料の提出又は

告発との認定

た被告発者、

告発者（被告

は、前条第１

ことができる

とはできない

立てがあった

申立てがあっ

して報告する

下及び再調査

者の求めによ

を行い、不服

ものとする。

趣旨が新たに

くは追加する

理由等を勘

を行うまでも

任者に報告す

ついて再調査

覆すに足る資

るものとする

への協力が得

ち切ることが

合は、再調査

結果を直ちに

所属している

告発等の受付

の競争的資金

出するものと

機関に提出す

合は、調査に

は閲覧、現地

定があった場

不正行為に

告発者の不服

項の通知を

る。ただし、

い。 
た場合は、そ

った場合は、

るものとする

査の開始を決

り、不服申

服申立てを受

 
に専門性を要

ることができ

勘案し、その

もなく、不服

するものとす

査を行う決定

資料の提出等

る。 
得られない旨

ができるもの

査を開始した

に最高管理責

場合は、その

付から２１０

金の管理・監査

とする。期限ま

するものとす

に支障がある

地調査に応じ

場合、告発者が

関与したと認

申立ての審査

受けた日か

その期間内

の旨を告発者

その旨を当該

る。 
定した時に準

立てに基づ

受けた日から

する判断が必

きる。 
事案の再調査

申し立てを却

する。 
定を行った場

等、当該事案の

の報告を調査

のとする。そ

た日から５０

責任者に報告

の所属機関に

日以内に、調

監査体制の状況

までに調査が

する。 
等、正当な事

じるものとす

が所属する機

認定された者

査の段階で悪

ら１４日以内

であっても

者に通知する

該事案に係る

準用するもの

く再調査を実

３０日以内

必要となるも

査を行うか否

却下すべきも

場合は、調査委

の速やかな解

査委員会か

の場合には、

日以内に、先

告するものと

にも当

調査結

況、再

が完了

事由が

する。 
機関に

者及び

悪意に

内に、

、同一

るもの

る競争

のとす

実施す

に、そ

もので

否かを

ものと

委員会

解決に

ら受け

、直ち

先の調

し、最
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管理責任者は

最高管理責任

対して報告す

査結果の公表

 最高管理条

かに調査結果

る。 
 不正行為）

 不正行為２）

 調査委員３）

 調査委員４）

 調査の方５）

最高管理責任

則として調査

があった場合

最高管理責任

せて公表する

発者及び被告

 最高管理条

行為への関与

た論文等の内

対し、直ちに

ものとする。

最高管理責任

置の解除） 
 最高管理条

２０条に掲げ

ては、第２２

果が確定した

則） 
 この要綱条

る。 

則  この要

  この要

この要

は、当該結果

任者は、前項

するものとす

表） 
理責任者は、

果を公表する

為に関与した

為の内容 
員会が公表ま

員の所属、氏

方法及び手順

任者は、研究

査結果を公表

合等は、調査

任者は、悪意

るものとする

告発者に対す

理責任者は、

与が認定され

内容について

に当該研究活

。 
任者は、被認

理責任者は、

げる一時的措

２条第２項の

た後、解除す

綱に定めるも

要綱は、平成

要綱は、一部

要綱は、一部

果を被告発者

項の結果を、

する。 

研究活動上

る。公表する

た者の所属、

までに行った

氏名 
順 
究活動上の不

表しないもの

査委員の所属

意に基づく告

る。 

する措置）

研究活動上

れた者及び関

て責任を負う

活動の中止を

認定者に対し

研究活動上

措置を解除す

の最終報告書

するものとす

もののほか、

成２１年４月

部改正し平成

部改正し平成

者及び告発者

当該事案に

上の不正行為

る調査結果に

氏名 

た措置の内容

不正行為が行

のとする。た

属・氏名等を含

告発との認定

上の不正行為

関与したとま

う者として認

を命ずるとと

し、不正行為が

上の不正行為

するとともに

書提出後、又

する。 

研究活動上

月１日から施

成３０年２月

成３０年８月

者に通知する

に係る競争的

為が行われた

には、次の各

容 

行われなかっ

ただし、論文

含め、調査結

定があった場

為が行われた

までは認定さ

認定された著

ともに、内部

が認定された

為が行われな

に、第１８条

又は当該報告

上の不正防止

施行する。 
９日から施

２１日から

るものとする

資金の配分機

との認定があ

号に定める事

ったとの認定

等に故意に

果を公表で

場合は、告発者

との認定があ

されないが、不

著者（以下「被

規程に基づ

た論文等の取

かったと認定

に掲げる証拠

書に対する不

に関し必要な

行する。 
施行する。 

る。 
機関及び関係

あった場合は

事項を含むも

定があった場

よるものでな

きるものとす

者の所属・氏

あった場合は

不正行為が認

被認定者」とい

き適切な処置

取下げを勧告

定された場合

拠の保全措置

不服申立ての

な事項は、別

係機関

は、速

ものと

場合は、

ない誤

する。 
氏名を

は、不

認定さ

いう。）

置を行

告する。 

合は、

置につ

の審査

別に定


